
貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送に係る非化石エネルギへの転換に関する荷主の判断の基準ー

Ⅰ非化石エネルギへの転換の基準ー

荷主は非化石エネルギの供給の状況及び荷主における電気の需要の最適化に資する措置に関する事、 ー

業者の指針（平成25年経済産業省・国土交通省告示第９号）に従って講じた措置の状況その他の事情に応

じて技術的かつ経済的に可能な範囲内で次に掲げる諸基準を遵守することを通じ貨物輸送事業者に、 、 、

行わせる貨物の輸送（以下「貨物の輸送」という
。

）に係る非化石エネルギへの転換の適切かつ有効なー

実施を図るものとする

。

なお非化石エネルギへの転換に関する措置の中にはエネルギの使用の合理化の効果を必ずしもも、 ー ー

たらさない措置もあることから当該措置を講じるに当たってはエネルギの使用の合理化を著しく妨、 、 ー

げることのないよう留意するものとする

。

⑴取組方針の作成とその効果等の把握

①取組方針の策定
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貨物の輸送に係る非化石エネルギへの転換の目標に対する取組方針を定める

。

ー

②社内体制の構築

貨物の輸送に係る非化石エネルギへの転換に関し責任者を設置し責任者は以下の責務を果ー 、 、 、

たす

。

ア⑴①に規定する取組方針を踏まえて非化石エネルギへの転換の目標の達成のための計画を他のー

部門と調整して取りまとめ業務執行を決定する機関に当該計画の承認を受けること

。

、

イアの計画に基づく取組の進捗状況を当該機関に定期的に報告し報告を受けた当該機関は必要な、

指示を行うこと

。

ウ貨物の輸送に係る非化石エネルギへの転換に関し社内研修を行うための体制を整備すること

。

ー 、

③エネルギ使用実態等のより正確な把握とその方法の定期的確認ー

ア貨物の輸送に係るエネルギの使用の実態非化石エネルギへの転換に関する取組当該取組ー 、 ー 、

による効果等をより正確に把握する

。

イエネルギの使用の実態等の把握方法について定期的な確認を行いエネルギの使用の実態等ー 、 ー
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のより適正な把握に努める

。

④非化石エネルギへの転換に資する取組に関する情報の開示ー

エネルギの使用の合理化及び非化石エネルギへの転換等に関する法律（昭和54年法律第49号）ー ー

に基づく定期の報告における非化石エネルギへの転換の取組等に関する情報の開示について検討すー

ること

。

⑵貨物輸送事業者等との連携

①貨物輸送事業者と連携して水素その他の非化石エネルギを使用する自動車（電気自動車水素、 ー 、

自動車（燃料電池自動車を含む

。

） プラグインハイブリッド自動車及び専らバイオ燃料・合成燃料、

を使用する自動車のことをいい以下「非化石エネルギ自動車」という

。

） 鉄道船舶又は航空、 ー 、 、

機を選択し非化石エネルギへの転換を図る

。

、 ー

②非化石エネルギを使用する輸送用機械器具による貨物の輸送に当たっては貨物輸送事業者の非ー 、

化石エネルギの使用の実態を考慮し貨物輸送事業者が非化石エネルギの充てん又は充電時間をー 、 ー

適切に設定することや積載量又は航続距離等に応じて適切な輸送用機械器具を選択することを通じて
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効率的に運行又は運航できるよう他の荷主準荷主貨物輸送事業者その他の関係者と連携して配、 、 、

送計画を検討する

。

Ⅱ非化石エネルギへの転換の目標及び計画的に取り組むべき措置ー

荷主はⅠに掲げる諸基準を遵守するとともに非化石エネルギの供給の状況及び貨物の輸送の実態、 、 ー

等も勘案しつつ技術的かつ経済的に可能な範囲内で非化石エネルギへの転換の目標を定め諸目標、 、 ー 、

及び措置の実現に努めるものとする

。

また荷主は将来に向けてこれらの措置を最大限より効果的に講じることを目指して中長期的視、 、 、 、

点に立った計画的な取組に努めなければならない

。

⑴取組方針の作成及びその効果等の把握

①目標の設定

ア目標の設定に当たっては別表第１及び別表第２に掲げる輸送用機械器具を使用する貨物の輸送、

を行わせる場合にあっては当該輸送用機械器具ごとに各表に定める目安となる水準を参照し荷、 、

主（当該者が認定管理統括荷主である場合にあっては当該認定管理統括荷主及びその管理関係荷、
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主）ごとにそれぞれの輸送用機械器具に係る非化石エネルギへの転換の目標を定めるものとする

。

ー

イ非化石エネルギへの転換の目標に関する中長期的な計画の策定や実施に当たっては必要とすー 、

る非化石エネルギ自動車の台数等を書面又は電子的方法により貨物事業者に対して示した上でー 、

協議を行う

。

ウ貨物の輸送に係るエネルギの使用の実態非化石エネルギへの転換に関する取組当該取組ー 、 ー 、

による効果等を踏まえて目標や方針を再検討しさらに効果的な取組を行う

。

、

②国際的な貨物の輸送における取組の促進

国内から海外へ若しくは海外から国内へ又は海外での輸送に関し貨物の輸送に係るエネルギの、 ー

使用の実態非化石エネルギへの転換に関する取組当該取組による効果等を把握する

。

、 ー 、

⑵関連インフラの整備

他の荷主準荷主貨物輸送事業者その他の関係者と連携して非化石エネルギを使用する輸送用、 、 、 ー

機械器具の導入を後押しし円滑な運用を図るため荷役作業等の時間を利用して非化石エネルギを、 、 ー

充てん又は充電するための関連インフラを整備する

。
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⑶貨物輸送事業者との運賃等の設定に係る協議

非化石エネルギ自動車での貨物輸送を発注することにより貨物輸送事業者において生ずる非化石ー 、

エネルギ導入費用の運賃等への反映について貨物輸送事業者から協議の要請がある場合には同協議ー 、

に応じることとしその上で同費用を運賃等設定における考慮要素とするよう努める

。

、 、

別表第１非化石エネルギへの転換の定量目標の目安となる水準ー

輸送用機械器具 指標 目安となる水準

車両総重量が８トン2030年度における自家用及び荷主専属用輸送に使用５パセントー

以下の貨物自動車する貨物自動車の台数に占める非化石エネルギ自ー

動車の台数の割合

（備考）
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１この表において「荷主専属用輸送」とは次に掲げる輸送をいう

。

、

一貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）第２条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業

の用に供する自動車による貨物の輸送のうち特定の荷主の専属として行う貨物の輸送

二同条第３項に規定する特定貨物自動車運送事業の用に供する自動車による貨物の輸送

２化石燃料を使用するハイブリッド自動車は非化石エネルギ自動車には該当しないがエネルギ、 ー 、

の使用の合理化に重要な役割を果たすことから国は非化石エネルギへの転換の取組の評価をー 、 、 ー

行うに当たっては荷主が輸送に使用するハイブリッド自動車の台数も参考事項として考慮するもの、

とする

。

別表第２非化石エネルギへの転換の定性目標の目安となる水準ー

輸送用機械器具 目安となる水準

貨物自動車船舶１技術開発・実証試験への参画、 、
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鉄道航空機 ⑴貨物輸送事業者等と連携した輸送用機械器具の技術開発・実証試験、

ア貨物自動車について貨物輸送事業者や自動車製造業者等と連携し、

て非化石エネルギ自動車に係る技術開発・実証試験を進めること

。

ー

イ船舶について貨物輸送事業者や船舶に係る製造業者等と連携して、

非化石エネルギを使用する船舶の技術開発・実証試験を進めるこー

と

。

ウ鉄道について貨物輸送事業者や鉄道車両に係る製造業者等と連携、

して非化石電気の利用や非化石燃料を使用する車両に係る技術開発・

実証試験を進めること

。

エ航空機について貨物輸送事業者や航空機に係る製造業者等と連携、

して非化石燃料を使用する航空機に係る技術開発・実証試験を進める

こと

。

⑵非化石燃料の技術開発・実証試験
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輸送用機械器具におけるバイオ燃料水素アンモニア等の非化石燃、 、

料の使用拡大を目指し非化石燃料に係る製造業者等と連携して技術開、

発・実証試験を進めること

。

２貨物輸送事業者等の連携

⑴他の荷主準荷主貨物輸送事業者その他の関係者と連携して非化、 、 、

石エネルギを使用する輸送用機械器具や充てん又は充電インフラの導ー

入計画を策定すること（船舶においては陸上に給電設備を設けること、

を含む

。

）

。

⑵他の荷主準荷主貨物輸送事業者その他の関係者と連携して非化、 、 、

石エネルギを使用する輸送用機械器具の積載量航続距離充てん又ー 、 、

は充電時間等に考慮した配送計画等の運用ルルを策定すること

。

ー

３輸送用機械器具ヘの使用を目的とした非化石エネルギの供給ー

エネルギ供給事業者等と連携して非化石電気又は非化石燃料の生産ー 、
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設備の整備や非化石電気又は非化石燃料の供給を進めることにより輸送、

用機械器具に係る非化石エネルギへの転換を図ること

。

ー
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